Ⅰ、南海トラフ地震について
　３月１３日早朝、緊急地震速報が流れ、兵庫県淡路島を中心に近畿から四国まで大きく揺れた。「すわ、南海トラフ地震か」と思わせました。

「天災は忘れたころにやってくる」といいいますが、最近は忘れるいとまもありません。日本列島は地震活動期に入り、災害のリスクが高まりつつあるのは間違いないということでしょう。「備えあれば憂いなし」ともいいますが、これも言葉と現実は違います。実際には「備えあれど憂いあり」ということになりましょうか。
昨年８月、南海トラフ大地震で「最大３２万人が死亡する」と内閣府の作業部会が発表しましたが、それに続いて内閣府は今年３月１８日、マグニチュード（Ｍ）９クラスの南海トラフ巨大地震が発生した場合の経済被害の推計を公表した。
　住宅やオフィスビルなど建物の倒壊や企業の生産活動低下により、被害額は最大２２０兆円に達する。このうち２００３年にまとめた被害推計はＭ８・７で８１兆円だったが、東日本大震災を教訓に、最新の科学的知見に基づく最大クラスの地震を想定したものであり、「千年に一度あるいはそれよりもっと低い頻度で発生する地震」（内閣府）である。被害額の大きさに戸惑っているだけでは何にもなりません。
衝撃的な被害想定ですが、その数字にとらわれずに、できることから着実に備えを進めていきたい。重要なのは、被害を少しでも減らすために国や自治体、企業、そして私たち一人一人が、できる限りの対策を一つ一つ積み重ねていくことが大切でないかと考えます。
内閣府によれば、建物の耐震化率を100％まで向上させるなどの対策を講じれば、倒壊死者数は8割以上も減らすことができ、施設関連の被害額も、ほぼ半減できる。さらに、津波からの避難を迅速化することで津波による死者を大幅に減らすことも可能だ。多くの人が助かれば、企業の生産・サービス低下による被害額は約45兆円から約32兆円へと、3割程度軽減できると試算されている。

やるべきことは、すでに見えている。自治体は建物、インフラの耐震化や老朽化対策などを着実に進めるとともに、津波避難ビルの整備などを急がなければならない。政府は、こうした取り組みを力強くリードすべきである。被害軽減のための法整備も必要だ。

企業は備蓄物資の確保などに加え、サプライチェーンや物流拠点の複数化、事業継続計画（BCP）の策定をスピードアップさせるべきだ。

地域社会や家庭も防災グッズの準備や家具などの耐震対策、避難場所や避難ルートの確認など、日頃から意識して備えを進めておきたいと考えます。
東北大震災から２年が経過し、この２年間の取り組みを総括しながら以下、我がまちの防災・減災対策について伺います。

　
（1）防災拠点となる学校、病院、公共施設などの建築物の耐震化や老朽化対策、また木造住宅の耐震改修はどこまで進み、今後、これらをどのように促進していくのか伺います。

（2）東日本大震災以後、津波対策としての津波避難ビルの確保はどこまで進んでいるのか。また、想定される津波避難者の充足は可能なのか伺う。

（3）東日本大震災以後、企業で事業継続計画策定の動きも加速しています。しかし、いざという時に使える計画になっているかが問題です。「有効な訓練を通じて対応力を高める必要」がしてきされています。役所・病院・企業への取り組みについて伺います。

（4）３月２７日に内閣府は「防災対策に女性の視点を反映させるための指針」を発表しました。私たち公明党女性局が全国的に取り組んできた大きな課題であります。我がまちの防災計画にどのように生かされているのか、生かされようとしているのか伺います。

（5）地域社会における防災まちづくりや家庭における家具の固定、緊急避難袋、食料の備蓄などの取り組みについて伺います。

【参考】

2013/03/21「南海トラフ巨大地震」P.21

2013./03/25関西からの報告　急がれる減災　P.38

2013./03/26関西からの報告　到達最速２分の衝撃　P.35

2013./03/27関西からの報告　津波流入と長周期の恐怖　P.42

2013./04/.03　主張「防災計画に女性の視点」　P.66

2013./04/04、05、08　津波から命を守る「高知県内で進む南海地震対策」　P.72、P.74、P.85
2013/04/10　「防災立国」への視点　P.90

2013/04/14　防災対策に女性の視点　P.102

2013/03/12　高齢者を地震から守れ　３月号P.102

【一般】

P.109～P.115　まず、３日間をしのぐ、使える事業計画を～個人対策３割諦め

【考えられる展開】

（1）国も防災・安全交付金制度を創設し、今年を「メンテナンス元年」（太田国交相）と位置づけ「命を守る公共事業」を全力で推進している。我がまちの取り組み状況をチェックしたい。

また、無料の耐震診断を受けた人のうち、有料の補強計画へ進む人は約半数にとどまっている。その一方で、補強計画の策定まで進んだ人の約８割は実際に補強工事を行っており、補強計画の無料化が耐震化を促進する大きなカギになっている。静岡県では高齢世帯の補強計画の策定費用の無料化に踏み出した。

また、地方では広い家に高齢者が一人で住んでいて、子どもの帰省時でなければ台所と茶の間しか使わない所も多い。ならば、そこだけ耐震補強すれば救える命があるはずだ。家そのものが壊れないことが目的であるかのような助成制度は本末転倒している（2013/03/11公明「災害に強い国家」）

（3）（5）毎年９月１日を中心に自治体ごとに大規模な防災訓練が行われる。これに呼応して町内会や地域でも防災訓練が行われるが、企業においても、この日にBCP計画に基づき訓練を行うことを提案したい。
東日本大震災後、BCP専門家が電機メーカーの部品調達先1000社以上を対象に震災で同じ程度の被害を受けた企業を比べ、事業再開の時期を左右した要因を調べた。その結果、BCPの有無による差はなかった。震災時に早く再開できた企業には「３ヶ月以内に訓練した」「実際的な訓練だった」「３ヶ月以内に経営陣が事業継続の観点から現状を点検していた」などの特徴があった

　また、各家庭でもこの日に家族全員で家具の固定、緊急避難袋、食料の備蓄などのチェックも呼びかけたい。

（4）指針案のポイント

①避難所の開設当初から、男性の目線が気にならない更衣室や授乳室、トイレなど、女性専用のスペースを確保することだ。トイレは男性１に対し女性３の割合が望ましいとしている。
②粉ミルクや紙おむつなどの乳幼児用品や女性用品など必要な物資は、あらかじめ一定程度の備蓄を自治体に促したことだ。東日本大震災では、こうした物資の不足が深刻だった。この教訓を生かしてほしい。
③女性を防災・復興の「主体的な担い手」と明記した点だ。まず、地方防災会議における女性委員の割合を高める。避難所の運営に当たるスタッフも、女性が３割以上を占めることを求めている。運営スタッフの男性比率が高いと、女性の意見が避難所内で十分に反映されにくい。女性特有の問題を見過ごす恐れもある。防災・復興の意思決定の場での女性の参画を一層、高めていきたい。
④女性への暴力を防ぐため、トイレなどの設置場所には照明を付けるなどの配慮とともに、緊急避難の際には妊産婦や子連れでも無理なく行動できるよう、避難経路の策定に女性が加わるよう求めている。

　指針案は現在、内閣府男女共同参画局のホームページで意見を募集している。５月中旬にも指針を完成させる予定。国民の多様な意見を取り入れ、さらに精度を高め、実効性のある内容に仕上げてもらいたい。
